
平成30年度
地域包括診療加算・地域包括診療料に係る

かかりつけ医研修会

8.「介護保険」

医療法人池慶会 池端病院

理事長／院長 池端幸彦



日本の介護保険制度の特徴

１．「要支援」＝予防給付+総合事業

２．介護認定にコンピューター導入

３．在宅療養が主流

４．ケアマネジメント導入

５．市区町村を中心にしたシステム
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医療保険と介護保険の
決定的相違

① 要介護認定による給付額制限

（医療は原則無制限）

② 給付内容決定権の相違

（医療 ⇒ 医師、介護 ⇒ 本人・家族）
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介護保険制度成功の３つの鍵

１．介護認定審査

２．ケアマネジメント

３．介護予防
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要介護度別認定者数の推移

図表4
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２０００年度
２００１年度
２００２年度
２００３年度
２００４年度
２００５年度
２００６年度
２００７年度
２００８年度
２００９年度
２０１０年度
２０１１年度
２０１２年度
２０１３年度
２０１４年度
２０１５年度
２０１６年度
２０１７年度

2,911円
(全国平均)

3,293円
(全国平均)

4,090円
(全国平均)

事業運営期間 給付(総費用額)事業計画 保険料
3.6兆円
4.6兆円
5.2兆円

○ 市町村は３年を１期(２００５年度までは５年を１期)とする介護保険事業計画を策定し、３年ごとに見直しを行う。
保険料は、３年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基づき、３年間を通じて財政の均衡を保つよう設定。

○ 高齢化の進展により、保険料が2020年には6,771円、2025年には8,165円に上昇することが見込まれており、地域包括ケアシステム
の構築を図る一方、介護保険制度の持続可能性の確保のための重点化・効率化も必要となっている。

4,160円
(全国平均)

第
三
期

第
三
期

第
二
期

第
一
期

第
四
期

第
四
期

第
五
期

第
五
期

5.7兆円
6.2兆円
6.4兆円

6.4兆円
6.7兆円
6.9兆円

7.4兆円
7.8兆円
8.2兆円

8.8兆円
9.2兆円
9.6兆円

4,972円
(全国平均)

第

一

期 第

二

期

２０２５年度

介護報酬の
改定率

H15年度改定
▲2.3％

H17年度改定
▲1.9％

H18年度改定
▲0.5％

H21年度改定
＋3.0％

H24年度改定
＋1.2％

消費税率引上げに伴う
H26年度改定 ＋0.63％

第
六
期

第
六
期

10.1兆円
10.4兆円
10. 8兆円

H27年度改定
▲2.27％5,514円

(全国平均)

※2014年度までは実績であり、2015～2017年度は当初予算である。
※2020年度及び2025年度の保険料は全国の保険者が作成した第6期介護保険事業計画における推計値。

8,165円(全国平均)

6,771円(全国平均)２０２０年度

H29年度改定
＋1.14％

介護給付と保険料の推移
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2018年度介護報酬改定に係る基本的な考え方

⚫ 世界でも類をみない少子高齢化

➢ 団塊の世代のすべてが75歳以上となる2025年を見据えた対応

➢ 自治体毎に差がある高齢化

➢ 高齢化等に伴い増加する要支援・要介護認定者、認知症者

⚫ 増大する社会保障費・介護費用への対応

⚫ 介護事業者の経営への配慮

⚫ 平成29年の制度改正への対応（自立支援・重度化防止、医療・介護連携、地域共生社会の実現 等）

⚫ 医療・介護連携の推進(地域医療計画・介護保険事業(支援)計画の同時策定、診療報酬・介護報酬の同時改定)

⚫ その他の指摘事項

➢ 経済・財政再生計画 改革工程表（経済財政諮問会議）

➢ ニッポン一億総活躍プラン（H28.6.2：閣議決定）

➢ 未来投資戦略2017（H29.6.9：閣議決定）

【介護保険を取り巻く主な課題】

地域包括ケアシステムの推進

自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

多様な人材の確保と生産性の向上

介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

図表6「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



【主な事項】

○ 生活援助の担い手の拡大

○ 介護ロボットの活用の促進

○ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件の緩和

○ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

○ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻
度の見直し

【主な事項】

○ 福祉用具貸与の価格の上限設定等

○ 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給
限度基準額の計算方法の見直し等

○ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

○ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

○ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

【主な事項】

○ リハビリテーションに関する医師の関与の強化

○ リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

○ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自
立支援・重度化防止の推進

○ 通所介護における心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

○ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者へ
の支援に対する評価の新設

○ 身体的拘束等の適正化の推進

【主な事項】

○ 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養
護老人ホーム入所者の医療ニーズへの対応

○ 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

○ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

○ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○ 認知症の人への対応の強化

○ 口腔衛生管理の充実と栄養改善の取組の推進

○ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

Ⅱ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

Ⅲ 多様な人材の確保と生産性の向上

■ 中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介
護サービスを切れ目なく受けることができる体制を整備

■ 介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度
化防止に資する質の高い介護サービスを実現

■ 人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減
、各種基準の緩和等を通じた効率化を推進

■ 介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定
性・持続可能性を確保

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

2018年度介護報酬改定の概要
○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、国民１人１人が状態に応じた適切なサービスを受
けられるよう、平成30年度介護報酬改定により、質が高く効率的な介護の提供体制の整備を推進。

平成30年度介護報酬改定 改定率：＋０．５４％

「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦 図表7



出典
平成27年度版
情報通信白書

遠隔診療・介護ロボットの導入推進

●最新の技術進歩を取り入れることで、医療の質や生産性が向上するよう、診療報酬上の評価を行っていく。
●例えば、対面診療と適切に組み合わせて提供することで、かかりつけ医による日常的な健康指導や疾病管理が

飛躍的に向上。慢性疾患の重症化予防等の領域で活用。

遠隔診療：かかりつけ医による効率的な医療の提供

［医師対医師］

例）・遠隔画像診断 ・遠隔病理診断

［医師対患者］

例）心臓ペースメーカー等の遠隔モニタリング
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診療報酬における評価 ［解像度の向上］2018（平成30）年度改定に向けて
、診療報酬上の評価。

さらに有効性・安全性等に関する知見を
集積し、2020（平成32）年度以降の改定
でも更に反映。

Ⅰ 最先端技術の活用

（例）
・オンライン診察を組み合わせた糖尿病等

の生活習慣病患者の効果的な指導・管理

・血圧、血糖等の遠隔モニタリングを活
用した、早期の重症化予防

2000年 2015年 2018年

4K実用放送
（CS等）

8K実用放送
（BS）

（約200万画素） （約800万画素
）

（約3,300万画素）

2K放送

２Kの約16倍

［データ転送速度の向上］
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（予定）

●現場主導の開発と普及の加速化により、利用者の生活の質の維持･向上と介護者の負担軽減を実現する。

介護ロボット：厚労省が現場とともに「受け身」から「攻め」の開発へ転換

■導入支援の進展と導入効果の実証･評価
➢ 約5000事業所に約50種類のロボットを導入済

（例）見守り、移乗支援等のためのロボット

➢ 利用者の生活状況の把握を中心に効果実証

【普及の加速化】

■さらなる導入と活用の促進
➢ 実証結果を踏まえ、2018（平成

30）年度介護報酬改定等での評価
➢ 導入経費の支援等

開発と普及
の好循環

■利用者・介護者双方の視点で開発スタート
➢ 企業・現場関係者が協議する10の開発プロジェク

ト

【現場主導の開発への転換】

■企業主導から現場主導の開発へ転換
➢ 現場ニーズと開発シーズをつなぎ、プロジェクトを

強力に牽引する「プロジェクトコーディネーター」
を育成・配置

➢ 2018年度からの新たな開発戦略を検討関係省庁 AMED

厚労省
【ロボット開発の司令塔】

現場ニーズの蓄積・
開発のコーディネート

新 新

プロジェクト
コーディネーター

大学
技術支援

機関

開発
メーカー

自治体

専門職
団体

介護
現場

第7回未来投資会議（平成29年４月14日）
資料5 厚生労働大臣提出資料（抄）
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⚫ 科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護を実現するため、科学的分析に必要なデータを新たに
収集し、世界に例のないデータベースをゼロから構築。

⚫ データベースを分析し、科学的に自立支援等の効果が裏付けられたサービスを国民に提示。

⚫ 2018（平成30）年度介護報酬改定から、自立支援に向けたインセンティブを検討。

高齢者個々人に関するデータ

保健医療データ

プラットフォーム

科学的分析に必要な
データを新たに収集

リハビリデータ

診療・介護記録

•国立長寿医療研究センター等の研究機関を活用して、
サービスが利用者の状態に与えた効果を分析。

•科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護の具体像
を国民に提示。

科学的介護の実現
ー自立支援・重度化防止に向けてー

科学的に自立支援等の効果が裏付けられたサービスの具体化

国民に対する見える化

介護報酬上の評価を用いて、科学的に効果が裏付けられた
サービスを受けられる事業所を、厚生労働省のウェブサイ
ト等において公表。

サービス
提供前の状態

提供された
サービス

（分析のイメージ）

従来取得して
いたデータ

新たに取得して
いくデータ

高齢者の状態

提供されたサービス

• 医療、リハビリテー
ション、介護の具体
的なサービス内容

サービス
提供後の状態

脳卒中に伴う左脚の
麻痺により3メートル
しか自力で歩行できない

歩
行
訓
練

杖を用いれば
自力歩行が
20メートル可能

どのようなサービスが有効か
科学的に分析、提示

屋内で自由に
歩行が可能に

• 身長、体重
• 血液検査
• 筋力、関節可動域
• 骨密度
• 開眼片脚起立時間
• 握力計測
• 心機能検査
• 肺機能検査

…

• 要介護認定情報
• 日常生活動作（

ADL）
• 認知機能

Ⅱ ビッグデータの活用

• 介護サービスの種別

従来取得して
いたデータ

新たに取得して
いくデータ

要介護認定情報等
（介護ＤＢ）

第7回未来投資会議（平成29年４月14日）
資料5 厚生労働大臣提出資料（抄）
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入退院から在宅療養にいたる在宅医療・介護の連携

今
回
改
定
の
主
な
項
目

課

題

○ 入院時情報連携の強化(ケアマネ) ○ 退院時情報連携の強化(ケアマネ)
○ 入居者の入退院支援(特定施設、認知症GH)

○ 入院先医療機関との栄養管理に関する連携
(特養、老健、介護医療院)

【在宅での医療・介護連携】
○ 平時からの医療機関との連携(ケアマネ)
○ ケア計画策定の際のリハ職種との連携強化

(訪問介護、通所介護 等)
○ 医療と介護リハとの連携強化(訪リハ、通リハ)
○ ターミナル期の主治医師との連携強化(ケアマネ)

【施設での医療・介護連携】
○ 医療体制・看取り体制の強化(特養)
○ かかりつけ医との連携(老健)
○ 口腔衛生に係る連携の見直し(特定、GH、特養等）

等

○ 介護支援専門員から入院先の医
療機関へ情報提供がなく、治療や
退院支援に支障をきたすケースが
ある。

○ 退院前に病院から介護支援専門員に連
絡がなく、介護サービスの提供がな
かったことにより状態が悪化するケー
スがある。

○ 在宅療養に関係する多職種の連携が不
十分な場合、医療と介護が一体的に提
供できず、終末期を含めた在宅療養に
対応できないケースがある。

・いつ、どこに入院したかわからない。
・いつ退院するのかわからない。

通所事業所

訪問事業所
・いつ、どんな状態の人が退院してくる
かわからない。

・介護や医療の必要度もわからない。

・在宅療養への具体的な方針が決めにくい。
・カンファレンスを開きたいけど誰を呼べば
いいかわからない。

医療機関等

通所事業所

訪問事業
所本人

・医療のことはよ
くわからない。

・今の体制で看取
りを迎えられる
か不安

・病気の治療はしているが、自宅で どんな介護サービ
スを受けて生活 しているかわからない。

何に気をつけてサービスを提供し
たらいいかわからない。

本人

介護支援専門員 医療機関
介護支援専門

員
・自宅での療養生活の状況
がわからない。

・入院中の計画が立てにくい。

医師
看護師
PT、
OT

MSW

等

在 宅 等退 院 前入 院 前 後 退院入院

・緊急時の対応の
体制が不安。

「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦 図表10



○ 再入所時の栄養連携に対する評価【(地域密着型)介護老人福祉施設(入居者生活介護)、介護老人保健施設、介護医療院】

介護保険施設の入所者が医療機関に入院し、経管栄養又は嚥下調整食の新規導入など、施設入所時とは大
きく異なる栄養管理が必要となった場合について、介護保険施設の管理栄養士が当該医療機関の管理栄養士
と連携して、再入所後の栄養管理に関する調整を行った場合の評価を創設する。

（新設）再入所時栄養連携加算 400単位／回

（要件）
○ 介護保険施設の入所者が医療機関に入院し、施設入所時とは大きく異なる栄養管理が必要となった場
合（経管栄養又は嚥下調整食の新規導入）であって、介護保険施設の管理栄養士が当該医療機関での栄
養食事指導に同席し、再入所後の栄養管理について当該医療機関の管理栄養士と相談の上、栄養ケア計
画の原案を作成し、当該介護保険施設へ再入所した場合に、１回に限り算定できること。

○ 栄養マネジメント加算を算定していること

④ 円滑に再入所

入所していた
介護保険施設

入院栄養食事指導

栄養サポートチームの
カンファレンス
退院時指導

入院した医療
機関

① 栄養に関する
指導又は
カンファレンス
に同席

② 経管栄養又は
嚥下調整食が新規導入なった患者

（入所者）について、医療機関の
管理栄養士と相談の上、栄養ケア計画を作成

③ 再入所後の
栄養管理に
関する調整

退院前後における医療・介護連携の強化に関する事項

図表11

「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦
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入退院時の医療･介護連携に関する報酬(イメージ)

入院時情報連携加算(Ⅰ)
(200単位 ※提供方法は不問)

医療機関の職員に対して利用者に係る必要な情報を
利用者が入院してから３日以内に情報提供した場合

入院時情報連携加算(Ⅱ)
(100単位 ※提供方法は不問)

医療機関の職員に対して利用者に係る必要な情報を利
用者が入院してから７日以内に情報提供した場合

入退院支援加算１
３日以内に退院困難な患者を抽出し、７日以内に本
人･家族と面談、カンファレンスを実施した場合

入退院支援加算２
７日以内に退院困難な患者を抽出し、早急に本人･家
族と面談、カンファレンス実施した場合

退院時共同指導料２
●患者の退院後の在宅療養を担う保険医等と入院中の保険医等とが、患者の同意を得て、退院後の
在宅での療養上必要な説明・指導を共同して行った上で、文書により情報提供した場合(400点)

●入院中の保険医療機関の保険医が、患者の退院後の在宅療養を担う保険医療機関の保険医若しく
は看護師等、(略)、居宅介護支援事業者の介護支援専門員若しくは指定特定相談支援事業者等の相
談支援専門員のうちいずれか３者以上と共同して指導を行った場合(2,000点加算)

退院・退所加算
（カンファ参加有：600単位～900単位）
（カンファ参加無：450単位～600単位)

退院・退所の際に医療機関等の職員と
面談を行い、利用者に関する必要な情報
を得た上でケアプランを作成し、居宅サ
ービス等の利用に関する調整を行った場
合

ケアマネ

ケアマネ

入院

退院

初期加算(30日間)
入所生活に慣れるた

めの支援に係る費用

特養・老健・介護医療院

再入所時栄養連携加算
(400単位／回)

施設と病院の管理栄養士が連携
して、再入所後の栄養管理に関す
る調整を行った場合

退院・退所時連携加算
(246単位／日)

退院後の再入居の受け入れ体制
を整えている場合

初期加算の見直し
30日を超える病院又は診療所

への入院の後の再入居も算定可能

認知症ＧＨ

退院・退所時連携加算
(30単位／日)

病院等を退院した者を受け
入れる場合の医療提供施設
との連携等を評価

特定施設

診療情報提供料(Ⅰ)
患者の同意を得て

退院の日の前後２週間
の期間に診療情報の提
供を行った場合

図表12「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦

※各種居宅サービス等利用
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● 医療機関から提供され計画書について、
支障がない場合は、3月間使用可能

(リハマネ加算も算定可)
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○ 医療保険の疾患別リハを受けている患者の介護保険への円滑な移行を推進【訪問リハ、通所リハ】

医療保険と介護保険のそれぞれのリハビリテーション計画書の共通する事項について互換性を持った様式
を設ける。
また、指定(介護予防)訪問リハ事業所等が、医療機関から当該様式をもって情報を受けた際、当該事業所

の医師が利用者を診療すると共に、当該様式に記載された内容について、その是非を確認し、リハビリテー
ションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、当該様式を根拠として介護保険のリハビリテ
ーションの算定を開始可能とする。
ただし、当該様式を用いて算定を開始した場合には、３月以内にリハビリテーション計画を作成【通知改正】

脳卒中等の発症

急性期

維持期・生活期
(主に介護保険）

診断・治療 安定化

入院

回復期
（主に医療保険）

身
体
機
能

外来
医療機関での

通所リハビリテーション等

● リハビリが長期にわたる末梢神経損傷等を
算定日数上限の除外対象疾患に追加

● 介護保険のリハビリ事業所への情報提供を評価
(リハビリテーション計画提供料１：275点)

● 地域の医療機関で一貫してリハビリを提供するため、施設基準を緩和
● 計画書様式の共通化による連携の推進・業務効率化

診
療
報
酬

共
通

介
護
報
酬

計画書 計画書 計画書 計画書 計画書 計画書

在宅等における医療・介護連携の強化に関する事項(在宅での連携)

図表13「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



図表14
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



図表14

介護医療院

経過
措置
型

基準
対応
型

「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



図表15
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦
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【新設】介護医療院の施設基準

図表16
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦
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移行定着支援
加算（93単位)

しかし１年間の
期間限定

【新設】介護医療院の施設基準

図表16
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



①在宅復帰率
在宅復帰した退所者の割合 20点

50％超 → 20点 30％超50％以下 → 10点 30％以下 → 0点

②ベッド回転率
30.4を平均在院日数で割った数 20点

0.1以上 → 20点 0.05以上0.1未満 → 10点 0.05未満 → 0点

③入所前後
訪問指導割合

入所30日前から入所7日後までの間に、退所後の療養場所（入所者

宅など）を訪問し、それを踏まえた「退所までの計画」（施設サービス計画
）などを策定した入所者の割合

10点

30％以上 → 10点 10％以上30％未満 → 5点 10％未満 → 0点

④退所前後
訪問指導割合

退所30日前から退所30日後までの間に、退所後の療養場所（入所

者宅など）を訪問し、退所者家族らを指導した退所者の割合
10点

30％以上 → 10点 10％以上30％未満 → 5点 10％未満 → 0点

⑤居宅サービス
の実施数

▽訪問リハビリテーション▽通所リハビリテーション▽短期入所療

養介護のうち、老健や併設する病院などで実施しているサービス数
5点

3つすべて → 5点 いずれか2つ → 3点 いずれか1つ → 2点 いずれも実施していない → 0点

⑥リハ専門職の
配置割合

リハビリテーションを担当する理学療法士等の人数（常勤換算）を

入所者数で割った数
5点

0.05以上 → 5点 0.03以上0.05未満 → 3点 0.03未満 → 0点

⑦支援相談員の

配置割合

支援相談員の人数（常勤換算）を入所者数で割った数 5点

0.03以上 → 5点 0.02以上0.03未満 → 3点 0.02未満 → 0点

⑧要介護４・５

の割合

要介護4・5の入所者の割合 5点

50％以上 → 5点 35％以上50％未満 → 3点 35％未満 → 0点

⑨喀痰吸引の

実施割合

過去3か月間に喀痰入院が実施された入所者の割合 5点

10％以上 → 5点 5％以上10％未満 → 3点 5％未満 → 0点

⑩経管栄養の

実施割合

過去3か月間に経管栄養が実施された入所者の割合 5点

10％以上 → 5点 5％以上10％未満 → 3点 5％未満 → 0点

在宅復帰・在宅療養支援等指標（老健）
☆下記評価項目（①～⑩）について、項目に応じた値を足し合わせた値（最高値:90）で
「超強化型」「在宅強化型」「加算型」「基本型」「その他型」の５区分に分類

図表17
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



介護保険利用者に対する
かかりつけ医の役割

１）本人の心身の総合的健康管理

２）介護者を含めた家族全体の健康管理

３）本人・家族の意思決定に対する援助

４）チームアプローチのコーディネーター

図表18
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



地域包括診療料・加算の要件（介護保険制度との関わり）

① 居宅療養管理指導又は短期入所療養介護等を提供していること

② 地域ケア会議に年１回以上出席していること

③ ケアマネジャーを常勤配置し、指定居宅介護支援事業所の指定を

受けていること

④ 介護保険の生活期リハを提供していること

⑤ 当該医療機関において、同一敷地内に介護サービス事業所を

併設していること

⑥ 介護認定審査会の委員経験があること

⑦ 所定の研修を受講していること

⑧ 医師がケアマネジャーの資格を有していること

⑨ 病院の場合は、総合評価加算の届出を行っていること、

又は介護支援連携指導料を算定していること

介護保険に係る相談を行っている旨を院内掲示し、要介護認定に
係る主治医意見書を作成しているとともに、下記のいずれか１つ
を満たしていること。

図表19
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



介護保険からみた
かかりつけ医としての役割

◼ 居宅療養管理指導（継続的な医学的管理と医療情報提供）

◼ 主治医意見書作成（認定調査の医学的補完）

◼ サービス担当者会議への参加

◼ 訪問看護指示書の作成・リハビリ計画指示等

◼ その他

図表20
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



主治医意見書の位置付け

図表21

介護保険法では、被保険者から要介
護認定の申請を受けた市区町村は、当
該被保険者の「身体上又は精神上の障
害の原因である疾病又は負傷の状況
等」について、申請者に主治医がいる
場合には、主治医から意見を求めるこ
ととされている。

「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



主治医意見書の
具体的な利用方法

１）生活機能低下の直接の原因になっている疾病が、
特定疾病に該当するかどうかの確認

（第２号被保険者の場合）

☆特定疾病（１６疾病）→ 必ず傷病名（１）へ

２）介護の手間がどの程度になるかの確認

３）状態の維持・改善性の評価→「症状の安定性」

４）認定調査による調査結果の確認・修正

５）介護サービス計画作成時の利用

図表22
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



記入上の全般的留意事項

① 記入は原則として主治医が直接行う

（基本的にはサインは、直筆で）

② 記入は原則として、インクかボールペンを使用

③ □の訂正は、原則として修正液※

④ あくまでも、介護時間の点から参考になると思われる

意見を中心に記載

⑤ ＯＣＲ読み取り採用の意見書は、欄外記入は注意

（読み取らない場合がある）

⑥ 次回の意見書作成の事も考慮して、コピーをとっておく

※市区町村により修正方法が異なるため、市区町村に確認いただきたい。

図表23
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



介護認定審査会から指摘される
その他の留意点

➢作成期限の大幅な遅れ

➢判読不能な文字での記入

➢欄外への記載があり、読み取り不能

➢医療専門用語やアルファベットでの

略語記載

➢介護度を断定的に記載

➢その他

図表24
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訪問看護指示書・リハビリ
テーション指示のポイント

１．リスクマネジメント

２．障害の評価と予後予測（生命予後と機能予後）

３．治療目標（短期・長期）の設定

４．医学的管理

５．チームアプローチの統括（チームリーダー）

としての役割

図表25
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦



リハビリテーションに関する
医師の主な指示項目

【リハビリテーションマネジメント加算の算定要件】

1. 利用者に対する当該リハビリテーションの目的

2. 当該リハビリテーション開始前の留意事項

3. 当該リハビリテーション実施中の留意事項

4. 当該リハビリテーションを中止する際の基準

5. 当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷量

※上記の項目のうち、1項目以上の指示

図表26
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地域包括ケアシステム推進のための
かかりつけ医 心得１０ヶ条

１．生活の質・尊厳ある人生に視点を置く

２．地域包括ケアシステムと地域医療構想を理解する

３．多職種協働・チームアプローチを大切に

４．地域との連携がとれる

５．デマンドとニーズの違いを理解

６．食と栄養、リハビリテーション、認知症の理解

７．ターミナルケアの理解と実践

８．テイラーメイド医療・介護を目指せ

９．常にWin-Winの関係を意識せよ（相手の立場を考える）

10. 「連携」から「統合」へ

図表27
「平成30年度 地域包括診療加算・地位包括診療料に係る かかりつけ医研修会」 ８．介護保険_池端幸彦


